
②育児休業の取得状況

ア）男性職員の育児休業取得率（令和５年度）　※括弧内は令和４年度

43.9% 76.3% 62.4% 46.5% 60.1% 28.7% 101.1%

(27.2%) (56.2%) (44.8%) (26.9%) (18.2%) (17.0%) (100.9%)

54.1% 80.0% 73.1% 41.9% 35.8% 99.1%

(39.9%) (65.3%) (62.4%) (26.6%) (21.7%) (99.3%)

51.6% 59.6% 49.9% 25.2% 51.0% 100.1%

(36.4%) (44.1%) (35.1%) (11.1%) (39.3%) (99.9%)

47.6% 66.4% 57.4% 46.5% 34.0% 31.2% 100.4%

(31.8%) (49.9%) (42.0%) (26.9%) (16.4%) (19.2%) (100.3%)
※取得率は、調査年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員数に対する調査年度中の新規取得者数（調査年度以前に取得可能
　となって、調査年度中に新たに育児休業を取得した者を含む）の割合である。このため、取得率が100％を超えることがある。
※消防部門について、上記結果に一部事務組合（消防部門）を合算した場合の令和５年度の男性育児休業取得率は、「30.4％」

※R4年度から従来の「地方公務員（首長部局等）」を「地方公務員（一般行政部門）」と「地方公務員（公営企業等）」に区分して調査を実施。
　 そのため、グラフ上はR4年度から、「地方公務員（首長部局等）」を「地方公務員（一般行政部門）」に移行。

※国家公務員（全体・一般職）の最新公表値は、本資料公表時点でR４年度。
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○ 令和５年度に新たに育児休業を取得した男性職員

は29,002人で取得率47.6％、女性職員は47,510人で取得率100.4％。

○ 男性職員の育児休業取得率は、前年度から15.8ポイント増加となり過去最高。

○ 一般行政部門の男性職員の育児休業取得率は66.4％、このうち一週間以上の取得率は

64.3％となっている。前年度よりも大きく伸びているが、政府目標 （令和7年までに一週間

以上の取得率：85％）と比べ低水準となっている。

○ 団体区分別・部門別にみると、団体区分別では都道府県（43.9％）で、部門別では消防部

門（34.0％）と教育委員会（31.2％）で、特に低水準となっており、団体間・部門間の差は大

きいものの、いずれの団体区分・部門においても、取得率は前年度より大きく増加している。

○ 育児休業期間の分布状況について、男性は２週間以上１月以下が38.3％と最も多く、次

いで１月超３月以下が24.3％となっている。女性は12月超24月以下が35.5％と最も多く

なっている。

※参考：男性の育児休業取得率（最新公表値）

国家公務員 43.9％ （令和４年度）

民間企業 30.1％ (令和５年度)
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イ）男性職員の育児休業取得率の上位団体

【全部門合計（都道府県）】 【全部門合計（指定都市）】

団体名
R5年度
取得率

R4年度
取得率

団体名
R5年度
取得率

R4年度
取得率

1 福井県 66.2% 41.6% 1 福岡市 97.4% 60.5%

2 鳥取県 64.9% 44.2% 2 岡山市 65.2% 45.4%

3 秋田県 62.8% 57.0% 3 千葉市 64.7% 78.2%

4 福島県 62.5% 45.3% 4 新潟市 64.4% 58.7%

5 山形県 61.6% 46.4% 5 札幌市 61.8% 38.2%

6 岩手県 57.9% 52.4% 6 堺市 56.6% 37.5%

7 島根県 57.1% 32.1% 7 仙台市 56.5% 39.6%

【警察部門（都道府県）】 【消防部門（都・指定都市）】

団体名
R5年度
取得率

R4年度
取得率

団体名
R5年度
取得率

R4年度
取得率

1 福島県 132.2% 68.9% 1 福岡市 104.6% 51.3%

2 鳥取県 116.9% 63.2% 2 岡山市 77.3% 37.5%

3 島根県 95.1% 27.3% 3 さいたま市 68.0% 41.8%

【教育委員会部門（都道府県）】 【教育委員会部門（指定都市）】

団体名
R5年度
取得率

R4年度
取得率

団体名
R5年度
取得率

R4年度
取得率

1 東京都 67.2% 48.3% 1 福岡市 85.4% 37.6%

2 山形県 52.4% 18.0% 2 札幌市 50.2% 24.6%

3 滋賀県 47.3% 23.0% 3 堺市 47.5% 25.4%

ウ）育児休業期間の状況（令和５年度)
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